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１ はじめに 

1990 年代以降、通常兵器は「事実上の大量破壊兵器」とも呼ばれて問題視されるよう

になり、国連などの場で規制に向けた政策論議が進展した。そして、2000 年代から続い

た一連の交渉を経て、武器貿易条約（ATT）が 2013 年 4 月 2 日に国連総会で採択され(1)、

翌 14 年 12 月 24 日に発効した。翌 15 年 8 月にはメキシコで第 1 回締約国会議が開催さ

れ、同年 12 月 14 日現在の締約国数は 78 か国にのぼる(2)。 

本論文の目的は、ATT の実施段階における課題をあきらかにすることにある。そのた

めに、本論文は、まず、ATT の成立過程と内容を概観し、第 1 回締約国会議において最

大の争点となった輸出入等の報告書をめぐる問題を検討する。次に、これまでの歴史のな

かで武器移転の規制が試みられた際に掲げられた目的を類型化することにより、ATT 構

想を推進した国家・非国家のアクターが示した目的の特徴を浮き彫りにする。そして、ATT
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の目的を、武器をめぐるより幅広い規制のなかに位置付け、この目的が示された背景を検

討する。そのうえで、この目的に照らし合わせて ATT の実施段階の課題を論じる。 

ATT の目的を考察するにあたり、本論文は、武器をめぐる規制に合意して「不適切・

非合法」な領域を形成することが、表裏一体に「適切・合法」な領域を形作るものであり、

両者が同じ論理に基づいて形成されることに着目する。これまでの歴史のなかで武器移転

規制について多くの集団間で合意されたり、多くの集団に跨る権威により規制が命じられ

たりした 3 つの時代において、武器移転規制の目的は、その時代に武器に関して提唱され

た「不適切・適切」と「非合法・合法」の境界をめぐる論理全体のなかに位置付けられる

ものであった。そして、この論理全体は、規制を試みた人々が描いた秩序構想に整合的で

あった。ATT の目的も、規制を試みた人々の秩序構想と調和する形で提唱された。 

ただし、ATT の目的の大部分は、実施段階において多くの課題に直面している。そし

て、この課題は、この条約形成を支えた秩序構想が抱える課題を示唆しているといえよう。 

 
２ ATT の経緯・内容と第 1 回締約国会議の争点 

 「通常兵器」という用語は、20 世紀に核兵器等が「大量破壊兵器」と呼ばれるように

なってから、大量破壊兵器ではない兵器を指すものとして用いられるようになった。そし

て、第二次世界大戦後の軍備管理・軍縮論議の争点が（とりわけ日本では）核兵器の廃絶・

削減・不拡散に集中する一方で、世界の武力紛争や犯罪において実際に使われる通常兵器

の軍備管理・軍縮は進展しなかった。しかし、冷戦終結後には、通常兵器の移転規制の必

要性が国連等の場で提起されるようになった。本節では、ATT 成立までの経緯と条約内

容を概観し、第 1 回締約国会議の争点を検討する。 

 

（１）条約形成の経緯 

冷戦終結後に通常兵器移転の問題が注目された背景としては、まず、冷戦終結直後のイ

ラクによるクウェート侵攻の際にイラクが保有していた兵器（特に重兵器）の多くが、そ

れ以前に欧米諸国から移転されたものであったことが欧米諸国において大きなスキャン

ダルになったことが挙げられる。そして、ソマリアやルワンダなどの冷戦後の「新しい戦

争」や人権侵害、「南」の開発問題を国際社会の課題として捉える見方が強まるにつれ、

自国からの武器輸出が武力紛争や人権侵害を助長したり「南」の開発を阻害したりするリ

スクを認識しながら輸出を許可した政府の責任が問われるようになった。 

 それでは、国連等での議論のなかで、通常兵器の移転はどのように規制すべきと論じら

れたのか。まず、いち早く動いたのは、概して移転規制に消極的であると捉えられがちな
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アメリカであった。アメリカは、国連安保理常任理事国 5 か国による合意形成を呼びかけ

(3)、この 5 か国は 1991 年に「通常兵器移転ガイドライン」に合意した(4)。このガイドラ

インには、武器の移転が武力紛争を長期化・激化させる可能性がある場合や、地域内の緊

張や不安定化をもたらす可能性がある場合、国際テロリズムを支援ないし助長する可能性

がある場合、移転先国の経済に深刻な打撃を与える可能性がある場合などに、5 か国が武

器の移転を避ける旨が盛り込まれた。 

また、1991 年 6 月の欧州理事会で採択された「不拡散と武器輸出に関する宣言」(5)は、

武器の移転先の国における人権の尊重、移転先で生じている緊張や武力紛争などの国内状

況、地域的な平和・安全・安定の維持、輸入国内で第三者に流用されたり望ましくない条

件下で再輸出されたりするリスクの存在といった共通基準を設定し、これに基づいて各国

の輸出政策を調和させる方針を示した。さらに、翌 92 年 6 月の欧州理事会では、この共

通基準に新たな項目（受領国の技術的・経済的能力に見合っているかどうか）を追加する

ことが合意された(6)。 

以上の議論にみられるように、1990 年代の通常兵器移転問題は、移転先で武器が紛争

を助長したり人権侵害などに使われたりするリスクを認識しながら輸出を許可する輸出

国政府の倫理や責任の問題として取り扱われた。したがって、通常兵器の移転を規制する

一義的な責任は、武器の移転元の国々（輸出国）にあるとされ、まず「北」の武器輸出国

（とりわけ欧米諸国）を中心とした場において合意形成が進められた。そうした場におい

て、「北」の国々は、輸入国の自衛権と国家による通常兵器の配備を認めたうえで、輸出

国政府が通常兵器の移転許可の是非を判断する際に、移転された兵器が紛争を助長したり、

人権の侵害や抑圧に使われたり、紛争の激化や長期化をもたらしたりするリスクを検討し、

そのリスクが高いと見做した場合には移転許可を控えるといった判断基準を設定するア

プローチを採用した。そして、このアプローチは、1990 年代後半から 2000 年代初頭に

かけて欧州連合（EU）や欧州安全保障協力機構（OSCE）などの場で合意された文書に

も引き継がれた(7)。 

このような流れのなかで、冷戦期に西側諸国により形成された移転規制レジームである

対共産圏輸出統制委員会（COCOM）も、武器移転の「リスク」を個別の移転許可申請ご

とに審査する方向へと変容した。1949 年に設立された COCOM は、東側封じ込め政策の

一環として、西側自由主義陣営の相対的な技術優位性を保つべく、共産圏の十数か国への

軍事技術・戦略物資の移転を共同で統制するものであった。その後、冷戦が終結し旧共産

主義国が自由経済へ移行すると COCOM の意義は失われ、1994 年に COCOM は解散し

たが、1996 年にはかつての規制対象国である旧共産主義国の参加のもとで「通常兵器及
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び関連汎用品・技術の輸出管理に関するワッセナー・アレンジメント」が発足した(8)。ワ

ッセナー・アレンジメントでは、非参加国向けの武器輸出が管理対象とされているが、輸

出禁止国を指定するアプローチは採用されておらず、地域の安定を損なうおそれのある過

度な武器の蓄積を防止することが目的に掲げられ、通常兵器及び関連汎用品・技術の輸出

管理が推進されている。そして、 2002 年にワッセナー・アレンジメントの枠組みで合意

された小型武器・軽兵器の輸出に関するガイドラインには、同時期の EU や OSCE の合

意とほぼ同様の許可基準が盛り込まれた(9)。 

 さらに、1990 年代後半から 2000 年代にかけて、インターネットの普及により通常兵

器の生産技術の拡散が進み、新興諸国の経済発展も背景にして通常兵器の生産国が増加す

ると、欧米諸国以外の国々からの輸出も問題視されるようになった。そして、ヨーロッパ

諸国や国際 NGO などは、非ヨーロッパ諸国も EU や OSCE などで合意されたのと同様

の輸出許可基準に則って、自国からの通常兵器輸出を審査すべきであり、そのために、ヨ

ーロッパ以外での地域的な場あるいは非ヨーロッパ諸国も参加する「グローバル」な場に

おいて同様の輸出許可基準に合意すべきだと訴えた。そして、実際に東アフリカ等におい

て輸出許可基準を含む地域的な合意が形成され(10)、「グローバル」な合意のためのいくつ

かのイニシアティブがとられた(11)。そのなかで、1990 年代後半から「グローバル」な合

意を求めていたアムネスティ・インターナショナルやオックスファムなどの NGO は、

2003 年に「コントロール・アームズ」キャンペーンを設立して ATT 構想を大々的に推進

した(12)。そして、この構想を支持する国々が徐々に増え、2006 年の国連総会決議(13)を契

機に国連で一連の ATT 交渉プロセスが展開した。 

 
（２）条約内容 

2013 年に採択された ATT には、輸出許可の共通基準を設定するという先述のアプロー

チが、ある程度反映されている。例えば、ATT には、締約国が、条約の規制対象兵器が

移転先でジェノサイドや人道に対する罪などの実行に使われるであろうことを知ってい

る場合や、国際人権法や国際人道法の重大な違反の実行や助長に使用されるような「著し

いリスク」があると判断した場合には、その締約国は輸出を許可してはならないと明記さ

れている。 

しかし、この条約の交渉過程では、アラブ首長国連邦、イラン、インド、エジプト、北

朝鮮、キューバ、シリア、ジンバブエ、スーダン、ニカラグア、ベネズエラ、リビアなど

をはじめとする ATT 構想に反対ないし消極的であった国々が、ATT 構想は輸出国による

恣意的な輸出可否の判断を可能にし、輸入国に対して内政干渉的に機能するものであると
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して強く反発した(14)。加えて、ATT 構想の支持国も一枚岩になることができなかったた

め、合意形成には少なからぬ妥協が必要となり、その結果、条約には多くの「抜け道」が

残ることになった(15)。 

例えば、ATT の第 2 条から第 5 条は、戦車、装甲戦闘車両、大口径火砲システム、戦

闘用航空機、攻撃ヘリコプター、軍用艦艇、ミサイル及びその発射装置、小型武器・軽兵

器を規制対象としたうえで、それら兵器の弾薬や部品・構成品にも一定の規制をかけてい

る。しかし、これらのカテゴリーに含まれない武器は多数存在する。例えば、輸送・偵察

用の航空機やヘリコプター、偵察用車両、射程距離 25km 以上のミサイル等を搭載しない

500 排水トン未満の軍用艦艇、携帯式地対空ミサイル以外の地対空ミサイル及びその発射

装置、爆発物、兵器の開発・製造・維持のための技術や設備、指揮・統制・通信・コンピ

ューター・情報（C4I）関連システム、兵器の維持やアップグレードのための部品・構成

品、軍用に転用可能な汎用品、被服装備などについては、ATT に基づいて規制する義務

はない。また、大口径火砲システムとは見做されない口径 75 ミリ未満の火砲のうち、小

型武器・軽兵器にも含まれないボフォース 57mm 砲などの火砲については、規制対象と

する義務がないとの解釈も可能である。無人（人間が搭乗せず、遠隔操作あるいは自動操

縦で操縦される）兵器も規制対象となるのか、あるいは対象は有人兵器に限定されると解

釈すべきなのかについては論争があり、戦闘用航空機と攻撃ヘリコプターについては無人

の場合も含めるとの見方が支配的であるものの、その他のカテゴリーの兵器については各

国の見解が分かれている。輸出、輸入、通過、積替え、仲介といった規制対象行為の定義

も条文に明記されていないうえに、後述するように、輸出以外の輸入、通過、積替えに関

しては実質的な規制義務が少ない。 

また、第 6 条「禁止」第 3 項には、締約国は、第 2 条から第 4 条までに定義された兵

器の「移転について許可を与えようとする時において」、ジェノサイド、人道に対する罪、

1949 年のジュネーブ諸条約に対する重大な違反行為、民用物もしくは文民として保護さ

れるものに対する攻撃、または自国が当事国である国際合意に定める他の戦争犯罪の「実

行に使用されるであろうことを知っている場合には、当該移転を許可してはならない」と

記されている。ただし、第 6 条第 3 項の戦争犯罪は、とりわけ国際的性質を有しない武力

紛争に関しては限定的に解釈できるものになっている(16)。また、どのような状況をもって

締約国が上記を「知っている」と見做すのかについても、解釈の余地がある(17)。 

この条項に続く第 7 条「輸出及び輸出評価」第 1 項には、締約国が第 2 条から第 4 条

までに定義された兵器の「輸出」に許可を与えるか否かを判断する際に適用する基準が示

されている。そして、この項には、武器が国際人権法や国際人道法の重大な違反の実行や
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助長に使用される可能性や、輸出国が当事国であるテロリズムや国際組織犯罪に関する国

際条約または議定書に基づく犯罪を構成する行為の実行や助長に使用される可能性と並

んで、「平和及び安全に寄与するか、またはこれらを損なう」（would contribute to or 

undermine peace and security）可能性という許可基準が記されている。そのうえで、第

7 条第 3 項では、第 7 条第 1 項に盛り込まれた基準に照らしていずれかの「否定的な結果」

（negative consequences）を生ずる「著しいリスク」（overriding risk）が存在すると締

約国が判断する場合は、その締約国はその兵器の武器輸出を許可してはならない、として

いる。 

第 7 条第 3 項の文言を「重大なリスク」（significant risk）といった表現ではなく「著

しいリスク」（overriding risk：この日本語訳は外務省によるものであるが(18)、overriding

には「～を上回る」といった意味もある）とすることは、条約交渉中にアメリカが強く要

求し、最終的にこの表現が条文に盛り込まれた。さらに、第 7 条第 1 項には、「平和及び

安全」（peace and security）とは何の平和と安定を意味するのかが明記されていない。国

際の平和と安定とも解釈できるが、輸入国あるいは輸出国の平和と安全保障（security）

と解釈することもできる。したがって、例えば、兵器の輸出許可申請に対して、締約国で

ある輸出国が第 7 条第 1 項に規定された審査を行い、それらの「否定的な」（negative）

帰結が当該兵器の輸出による「我が国（輸出国）の平和と安全保障」への寄与を凌駕する

ほど圧倒的な（overriding）リスクであるとはいえないと判断した場合は、輸出を許可し

てよいものとして、限定的に条文を解釈する余地が生じた。 

第 8 条「輸入」、第 9 条「通過または積替え」、第 10 条「仲介」には、「……すること

ができる」、「適切な措置をとる」、「必要なときに」、「必要かつ実行可能な場合には」、「そ

の措置には、……を含めることができる」など、締約国の裁量の余地が大きい文言が多数

挿入されている。この結果、第 8 条から第 10 条までの規制内容は、「あらゆる側面におけ

る小型武器非合法取引の防止，除去，撲滅のための行動計画」(19)や 2001 年の「銃器並び

にその部品及び構成品並びに弾薬の非合法な製造及び取引の防止に関する議定書」(20)で合

意された輸入、通過、積替え、仲介の規制よりも弱くなっている(21)。 

第 13 条「報告」は、各締約国は、第 2 条第 1 項の規定の対象となる通常兵器の前暦年

における許可されたまたは実際の輸出及び輸入に関する報告を事務局に提出するとして

いる。ただし、第 3 条の弾薬類や第 4 条の部品・構成品の輸出入情報や、通過や積替え、

仲介に関する情報を報告に記載する義務はない。報告に掲載すべき具体的な情報のレベル

も明記されていないため、非常に簡素な内容でも構わないことになる。また、締約国の報

告に含める情報の種類について、「国連軍備登録制度(22)を含む、関連の国連の枠組みに提
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出した同一の情報を含めることができる（may）」という一文が挿入されているが、これ

は義務ではない。さらに、そもそも国連軍備登録制度の報告書に記載することになってい

る情報は大雑把なものである。加えて、第 13 条には、各締約国は「商業上機微な」

（commercially sensitive）情報や「国家安全保障に関わる」情報を報告書から除外する

ことができるとされているが、どのような情報を「商業上機微」あるいは「国家安全保障

に関わる」と見做すのかの判断は、締約国の裁量に委ねられる。 

 
（３）第 1 回締約国会議の争点 

 2015 年 8 月 24 日から 27 日にかけて、メキシコで第 1 回 ATT 締約国会議（CSP）が

開催された。この会議では、今回及び今後の締約国会議の手続規則や資金拠出方法、条約

事務局の場所や次回締約国会議の議長など、様々な事項について協議されたが、なかでも

特に論争を呼んだのが、武器輸出入に関する報告書のテンプレートの問題であった。 

 報告書テンプレートについては、CSP のための準備会合を通じて、スウェーデンが取

り纏めを担うことになり、CSP に向けた議論の過程で何度か草案が作成されていた。し

かし、その内容は条約との整合性等の面で問題が指摘され、さらに調整プロセス自体の不

透明さが指摘されるなどして、論争が続いた。そして、CSP の最終日に新たに提案され

た草案(23)についても、ATT 第 2 条の規制対象である小型武器・軽兵器の全てについて報

告を促すものとはいえないなど、条約との整合性の問題が指摘された。また、この草案は

兵器の輸出入に関して数量で報告するか価格で報告するかを各国が兵器カテゴリーごと

に別々に選択できる様式になっており、各国が報告したデータの比較・対照を著しく困難

にするものであることは明らかであった。 

 とりわけ、大きな争点になったのは、各国の報告書を公開するか否かであった。ATT

の第 13 条には、報告書について、「閲覧ができるものとし、事務局が締約国に配布する」

（shall be made available, and distributed to States Parties by the Secretariat）と記さ

れている。 

2013 年 3 月の ATT 最終交渉会議中に、この表現に関しては、最終草案の段階で、“shall 

be made available”の後にカンマが入った。このカンマの意味については、交渉会議場に

いた多くの ATT 推進国関係者のなかで、報告書が締約国だけでなく一般に閲覧可能にす

ることを意味するとの解釈が共有されていたが、曖昧さが残る表現であった。CSP の最

終日に提案されたテンプレート草案は、「輸出に関する年次報告書」及び「輸入に関する

年次報告書」のそれぞれについて、各締約国が一般公開の可否を選択できるチェック・ボ

ックスが設けられていた。これは、締約国はそれぞれの報告書を公開しなくてもよいこと
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を意味する。 

加えて、先述のように、ATT 第 13 条には、各締約国は「商業上機微な」情報や「国家

安全保障に関わる」情報を報告書から除外することができるとされていたが、CSP の最

終日に提案された草案は、輸出入の報告書のなかの「商業的に機微なあるいは国家安全保

障に関わる情報を除外したか否か」のチェック・ボックスにチェックを入れるかどうかは

任意とされた。これは、当該理由により各締約国が報告書から除外した情報があること自

体を明らかにしなくてもよいことを意味する。 

結局、CSP の参加国は、このテンプレート草案を採択せずに「留意する」（take note）

ことに合意したうえで、2016 年にワーキング・グループ会合を開催するなど、今後のプ

ロセスのなかで検討を加えると決定した。しかし、締約国は、自国の輸出入に関する報告

書を、2016 年の第 2 回締約国会議開催よりも前の同年 5 月 31 日に提出しなければいけ

ない。現在のところ、各国の報告書で使用される様式や、全ての国の報告書が公開される

か否かに関する見通しは不透明である。 

 

３ 武器移転規制の目的 

 そもそも人間はなぜ武器移転を規制しようとするのか。ATT 構想にはどのような目的

があったのか。本節では、これまでの歴史のなかで武器移転規制が試みられた際に掲げら

れた目的（あるいは史料に基づき推定される目的）を類型化することで、ATT 構想の目

的の特徴を浮き彫りにしたい。なお、ATT が移転のなかでもとりわけ輸出の規制を主旨

としていることに鑑み、本節で扱う事例は集団の外部への武器移転の規制に限定する。 

 
（１）過去の規制目的の類型 

 歴史上、人間はほぼ常に何らかの武器を使用し、集団間の武器移転の規制を幾度となく

試みてきた。そして、単独集団による、あるいは集団間の合意による武器移転規制にあた

り掲げられる目的は、主に安全保障上の目的、道徳的・倫理的目的、経済的目的に分類で

きる(24)。なお。これら 3 つの目的は必ずしも相互に排他的なものではない。 

 まず、第 1 点目の安全保障上の目的には、いくつかの種類がみられる。例えば、古代ギ

リシアの都市国家やローマ帝国による移転規制をはじめ(25)、武器を生産するために必要な

資源や技術が限られていた時代（とりわけ産業革命前）の移転規制については、資源・技

術や武器の流出を阻止して、自集団が保有する武器の質や数を確保する目的が推定される。

このタイプの規制は、自集団の武器の質・数の確保という目的の性質ゆえに、他集団との

合意という形態をとらずに個々の集団による単独の措置として行われる傾向がみられる。
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この他の安全保障上の目的としては、自集団（あるいは合意に参加する複数の集団）と対

立関係にある集団への武器移転を阻止したり、そうした集団に対する武器製造技術のレベ

ルや保有兵器のレベルの優越性を維持したりする目的が挙げられる。このような目的を掲

げた規制は歴史上広範にみられ、例えば、11～13 世紀の十字軍遠征の時代に、カトリッ

クの公会議においてサラセン（イスラム教徒）への武器移転禁止が決定された事例や、イ

ングランド王国とフランス王国による 100 年戦争（1337-1453 年）期の 1370 年に、イン

グランド王国のエドワード 3 世とフランドル諸都市が、イングランド王国と対立関係にあ

ったフランス王国とカスティリャ王国に対する武器移転禁止に合意した事例(26)、リヴォニ

ア戦争（1558-1583 年）の頃にポーランドとリヴォニア、ハンザ諸都市がロシアに対する

武器移転を禁止した事例(27)、1890 年に当時アフリカへの進出を進めていた列強諸国が、

抵抗する（あるいは抵抗する可能性がある）アフリカの人々への武器移転を阻止すべく条

約に合意した事例、冷戦期の COCOM による共産圏諸国に対する軍事技術・戦略物資の

移転規制などが該当する。このタイプの規制は、単独集団による規制から複数の集団の合

意（あるいは複数の集団に跨る権威の決定）による規制まで様々である。そして、複数の

集団がこのタイプの規制に合意する際には、武器移転を阻止ないし制限すべき対象の集団

に関する認識が共有されている必要がある。 

 第 2 点目の道徳的・倫理的目的は、単独集団による措置であれ複数の集団の合意による

ものであれ、集団が武器移転を規制する際に頻繁にみられる。例えば、日本の武器輸出三

原則（等）は平和国家としての理念に基づくものとして提示された。また、後述するよう

に、十字軍遠征の時代のイスラム勢力に対する武器移転禁止にあたっては、キリスト教世

界の回復・解放が唱えられたし、1890 年の対アフリカ武器移転規制条約が合意された頃

には、奴隷制・奴隷貿易を根絶してアフリカに「文明」をもたらす「白人の責務」が掲げ

られた。 

 第 3 点目の経済的目的は、1990 年代以降の規制に特徴的なものといえる。例えば、先

述の EU や OSCE での合意形成においては、参加国内で厳格な規制を採用している国の

政府や防衛産業関係者が、経済的目的を掲げる傾向がみられた。彼らは、規制が緩い国の

防衛産業に比べて自集団の防衛産業が不利にならないように「平等」な貿易ルールを創設

することを訴えた。また、合意に参加する国々の武器移転に関する制度や手続きをできる

だけ均一化することによって、各国政府の移転可否判断の予見可能性を高めるとともに、

武器移転に際して企業に発生する貿易実務を簡素・円滑にする必要性も掲げられた。この

種の目的は、必然的に複数の集団の合意による規制にみられ、合意形成に参加する集団の

なかでも武器移転規制が厳格な一部の集団によって掲げられる傾向があるといえよう。 
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（２）ATT の目的とは 

 それでは、これら 3 つの目的に照らし合わせた場合、ATT 交渉に際して掲げられた目

的はどのように分類できるだろうか。 

第 1 点目の安全保障上の目的意識は、ATT の交渉過程においては強く示されなかった。

まず、近年は、産業革命前に比べて武器製造のための資源や技術がそれほど希少ではない

ため、自国に必要な資源や技術を確保するために他国への移転を規制する必要性は低下し

ており、この目的は掲げられなかった。また、ATT 構想を提唱した人々は、自集団と対

立関係にある集団への武器移転を阻止ないし抑制するという観点とは若干異なり、国際の

平和と安全や人間の安全保障を脅かす行為に使われる「リスク」が高い人々への武器移転

を阻止するという観点から移転規制を訴えた。そのような議論においては、概して「南」

への移転の「リスク」が問題視される傾向がみられたとはいえ、武器移転を阻止ないし制

限すべき対象の集団を具体的に特定するアプローチは提唱されなかった。彼らは、国際の

平和と安定や人間の安全保障を脅かす「リスク」が高い場合に移転を許可すべきでないと

訴えたが、個別事例に関するリスク判断は各国が行うことを想定していた。 

 次に、ATT を推進したアクターは、第 2 点目の道徳的・倫理的な目的意識を強調した。

彼らは、無責任な武器輸出が国際の平和と安定や人間の安全保障を脅かすと主張するにあ

たり、移転された武器が紛争の激化・長期化や人権侵害、国際人道法の重大な違反などを

助長していることを強調し、その問題に対処すべき道徳的・倫理的な責任を訴えた。とり

わけ NGO は、移転先でそのような状況をもたらす「リスク」が高い場合には武器輸出を

許可しないといった「人道的でグローバルな規範」を形成するべきだと論じ、ATT 構想

を推進した。 

 最後に、第 3 点目の経済的な目的意識は、ATT 交渉の過程においても表明されていた。

とりわけヨーロッパ諸国間では 1990 年代に ATT 構想に似た内容の文書が合意されてい

たため、ヨーロッパの政府や防衛産業のなかには、他地域の国にもヨーロッパ並みの規制

が課されれば、規制の平準化により貿易が円滑になり、かつ、自国の防衛産業の不利な立

場を解消することができるだろうという期待がみられた。 

つまり、ATT の交渉過程においては、第 1 点目の安全保障上の目的は曖昧な形で示さ

れ、第 2 点目の道徳的・倫理的な目的意識が強調され、第 3 点目の経済的目的は一部の交

渉参加国の政府・防衛産業の関係者にみられたといえる。 

  

４ ATT の目的と秩序構想 

ATT を推進した人々は、なぜ上述の目的意識を示したのだろうか。本節では、これま
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での歴史のなかで武器移転規制について多くの集団間で合意されたり、多くの集団に跨る

権威により規制が命じられたりした 3 つの代表的な時代において、武器移転規制の背景に

ある論理が、その規制を提唱した人々が描いた自集団内及び集団を超えた秩序構想に整合

的であったことに着目する。そして、先述の ATT の目的を、規制を推進した人々が抱い

ていた秩序構想のなかに位置付けて理解することを試みる。 

 

（１）武器移転規制と秩序構想 

武器をめぐる規制に合意することは、「不適切・非合法」な領域を創出することだとイ

メージされがちであるが、それは同時に「適切・合法」な領域を形作るものでもある。そ

して、この 2 つの領域は同じロジックに基づいて表裏一体で形成されるものである。例え

ば、武器の移転規制のための合意は、「不適切」と見做される移転を「非合法」化する試

みであるが、それは必然的に規制の対象から外れる「適切・合法」な移転の領域を生み出

す。また、特定の兵器を「非人道兵器である」などと見做して使用等を「非合法化」する

試みは、そうした兵器以外の兵器を「非人道的ではない普通の兵器」と見做すことを意味

する。さらに、「不適切」な暴力や「非人道的」な戦い方を特定して「非合法」化する取

り組みは、同時に「適切・合法」な暴力や戦い方を規定するものである。したがって、武

器をめぐる規制を論じる際には、「不適切・非合法」な領域と「適切・合法」な領域の形

成を一体のものとして捉えなければ、規制の背景にある論理を十分に理解することはでき

ない。 

武器移転の規制について多くの集団間で合意されたり、多くの集団に跨る権威が規制を

命じたりしたことが明らかになっている時代は、次の 3 つの時代――12 世紀から 13 世紀

頃のヨーロッパ、19 世紀後半から 20 世紀初頭の列強諸国、そして 1990 年代以降――に

集中している(28)。そして、これらの時代の武器移転規制の目的を、武器をめぐる「不適切・

非合法」と「適切・合法」の境界をめぐって提示されたより幅広い論理のなかに位置付け

ると、その論理は、規制を試みた人々が描いた秩序構想に調和していたことが考えられる。

もちろん、同時期に規制を試みた人々が全く同一の構想を共有していたとは限らないが、

複数の構想が重なり合う部分に整合的な形で移転規制の目的が設定されたといえる。 

 

（２）中世ヨーロッパ：対サラセン武器移転禁止 

多くの集団に跨る権威により規制が命じられた時代としてまず挙げられるのは、中世ヨ

ーロッパである。 

当時は、ウルバヌス 2 世（在位 1088-1099 年）が 1095 年のクレルモン公会議において
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「神の御心のままに」キリスト教徒がサラセン（イスラム教徒）との戦いに参加すれば罪

が赦免され霊魂が救済されると論じるなど、サラセンに占領・支配されたエルサレム奪還

のための戦いが正しく聖なるものとして正当化され、十字軍の形成と参加が呼びかけられ

た(29)。 

そのような時代に、カトリックによる 1179 年の第 3 ラテラン公会議、1215 年の第 4

ラテラン公会議、1245 年の第 1 リヨン公会議、1274 年の第 2 リヨン公会議で行われた決

定では、サラセンに対する武器や鉄や木材の移転を禁止し、そのような移転を行う者を「異

端」と見做して罰したりする旨が述べられた(30)。ここでは、サラセンに対して武器を渡す

行為はキリスト教徒的ではないとされたが、キリスト教徒に対して武器を移転することは

問題視されず、キリスト教徒が武器を手にしてサラセンと戦うこと自体は正当化された。 

一方で、カトリックの権威及び世俗の諸侯は、「われわれ」による暴力を無条件に正当

化したのではなく、「われわれ」の戦いの「正しさ」を確保することを様々な形で試みた。 

例えば、1095 年のクレルモン公会議では、当時の教皇ウルバヌス 2 世が聖職者や女性

などに対する攻撃を禁止したと言われており(31)、同様の禁止は 1179 年の第 3 ラテラン公

会議での決定にも盛り込まれた(32)。同時に、ウド・ヘインが論じるように、この時代は、

各地の世俗の諸侯も、それぞれの勢力圏内における「私的」暴力を取り締まるべく「法」

を整え、その違反に対して処罰等を行う制度を整備した(33)。そして、「非合法」な暴力と

「公的」で「正当」な暴力を分離し、対内的・対外的暴力の正当な権威たることを追求す

る聖俗様々の試みは、「戦争における正義」（jus in bello）と「戦争への正義」（jus ad bellum）

に関する 1100 年代のヨハンネス・グラティアヌスや 1200 年代のトマス・アクィナスの

論議に影響を与えたとともに、主権国家形成の制度的な伏線となった(34)。 

また、特定の兵器の使用を禁止する動きも、カトリックの権威と世俗の権威の双方にみ

られた。まず、カトリックの権威の側は、1139 年の第 2 ラテラン公会議での決定にみら

れるように、クロスボウ（crossbow）と弓矢（archer）を「神が憎む」非キリスト教的な

兵器と見做して、キリスト教徒に対する使用を禁止した(35)。世俗の権威の側も、自身の身

体を危険に晒すことなく遠くから相手を射る恥ずべき（騎士道に反する）兵器と捉えたり、

傭兵や低い階級の人々がクロスボウを用いて騎士階級の人々を簡単に倒せるようになる

と対内的秩序が脅かされると懸念するなどして、これらの兵器を問題視した(36)。 

以上のことから、サラセンに対する武器等の移転禁止は、エルサレムを占領・支配する

サラセンに対する戦いを正しく聖なるものとして絶対的に正当化し、キリスト教世界を回

復・解放しようとする構想や、聖俗様々の権威がそれぞれの勢力圏内における「私的」暴

力を抑制して対内的秩序を確立・維持し、対外的な暴力を行使する正当な権威たろうとし、
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「われわれ」の戦いが「正しく」行われることを追求しようとする試みが交錯するなかに

置かれていたといえよう。この時代の移転規制にみられる、対立関係にある集団への武器

移転を阻止するという安全保障上の目的や、キリスト教世界の回復・解放という倫理的・

道徳的な目的は、当時の様々な権威による対内・対外秩序の構想と調和していた。 

 
（３）19 世紀後半から 20 世紀初頭：対アフリカ武器移転禁止 

時代を下り、ATT の雛形とも位置付けられる「アフリカの奴隷貿易に関するブリュッ

セル会議一般協定」（以下、ブリュッセル協定）(37)が締結された 19 世紀末をみてみよう。 

1890 年に締結されたブリュッセル協定は、アフリカの北緯 20 度線から南緯 22 度線ま

での地域への銃器と弾薬の移転を原則禁止した。また、この時代は、1868 年のサンクト・

ペテルブルク宣言（重量 400 グラム未満の発射物で、炸裂性のもの、または爆発性もしく

は燃焼性の物質を充填したものの使用を放棄するとの宣言）(38)や 1899 年のダムダム弾禁

止宣言(39)などによって、「非人道兵器」の使用等を禁止する合意が形成された時期でもあ

った。さらに、この時期は 1864 年のジュネーブ条約（戦地の軍隊における傷者の状態改

善に関する条約）(40)の締結や赤十字運動の興隆、1899 年及び 1907 年のハーグ陸戦条約

（陸戦の法規慣例に関する条約及びその附属書）(41)の締結に代表されるような「戦争の人

道化」が進んだ時期であった。 

ただし、当時の論議においては、条約交渉に参加する主体は「自律した理性的な人間」

が運営すると考えられた国家（「文明国」）に限られるという前提があった(42)。したがって、

「非人道兵器」の禁止や「戦争の人道化」の合意は、「文明国」間のルールとして提唱さ

れたのであって、例えばアフリカの人々による戦闘は規制対象として想定されていなかっ

た。そして、「文明的」で「人道的」な戦闘ルールは、主権国家を運営する「文明的」で

あるはずの人々が「人間的」に戦闘を行うよう誘導・統制し、戦場から感情的・非合理的・

非効率的で過剰な暴力を排し、「我々」の側（とりわけ大衆）の道徳を育成し退廃と野蛮

化を防ぐ試みとして位置付けられていた(43)。 

このような「文明国」がアフリカに進出する過程で合意されたブリュッセル協定の交渉

過程においては、アフリカの人々は概して自律した理性的な人間ではなく、国家を運営す

ることができず、内部紛争を繰り返し、奴隷狩りを行い、悪しき奴隷貿易に加担している

野蛮な人々と捉えられた。そして、そのような彼らを「文明国」が効率的に保護して導く

べしとの論に依拠して、アフリカの人々に対する武器移転の原則禁止が合意されたのであ

る。それゆえ、協定の交渉にあたっては、列強によるアフリカ進出と「効果的な統治」の

ために必要な武器の移転は禁止対象とされなかった一方で、移転された武器を公営倉庫で
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保管し、武器の個人所有を制限し、個人に所有される武器を刻印・登録するなど、武器が

「文明の基準を満たさない人々」の手に渡らないようにするための規制が盛り込まれた。 

さらに、この時代の「文明国」においては、主権国家が最高の意思に基づいて行う戦争

は正当であり戦時国際法の許容する範囲で武力行使を行うことができるとする「無差別戦

争観」が浸透していた(44)。それゆえ、「文明国」を形成する能力がないと見做されたアフ

リカの人々に対する武器移転の規制が試みられた一方で、戦時国際法の許容範囲内で「文

明的」に戦うはずであるとされた主権国家への移転は問題視されにくかった(45)。 

以上のことから、当時のブリュッセル協定は、「野蛮で文明のルールに合意する能力も

ない」と見做されたアフリカの人々による暴力の正当性を否定し、列強諸国がアフリカに

進出しアフリカの人々を保護し彼らの道徳的・肉体的堕落を防ごうとする一方で、「文明

国を形成している我々」の戦争を正当化し、「我々」の側の人々の道徳性や文明性を維持・

向上させ、「我々」の戦争から非合理的・非文明的で過剰な暴力を排除しようとする構想

のなかに位置付けられていたといえよう。この時代の移転規制にみられた、列強の支配に

抵抗する可能性のあるアフリカの人々への武器移転を阻止するという安全保障上の目的

や、奴隷制・奴隷貿易を根絶してアフリカに「文明」をもたらす「白人の責務」といった

道徳的・倫理的目的は、この構想に調和していた。 

 
（４）1990 年代以降：「リスク」の評価 

それでは、1990 年代以降の武器移転規制は、どのような構想のなかに位置付けられる

であろうか。この時代には、ヨーロッパ諸国を中心にした国々や NGO などが、国際人権

法や国際人道法などに関わる共通基準に基づいて個々の移転の可否を判断するアプロー

チを提唱し、これが ATT をはじめとする合意に一定程度反映された。また、この時期に

は、国家や NGO などのアクターが「非人道兵器」の規制を提唱し、1997 年に「対人地

雷の使用、貯蔵、生産及び移譲の禁止並びに廃棄に関する条約」(46)が、2008 年に「クラ

スター弾に関する条約」(47)が、それぞれ合意された。 

そして、旧植民地が独立した後の時代に形成されたこれらの条約には、欧米諸国だけで

なく「南」の国々も独立した主体として加わっている。また、1990 年代以降の移転規制

アプローチは、特定の国や地域への移転を禁止するのではなく、共通基準に基づき全ての

移転についてリスク評価を行うことを前提にしている。 

ただし、1990 年代以降の通常兵器の移転規制は、通常兵器の移転が主に「南」におけ

る「新しい戦争」を激化・長期化させ、「南」の開発に悪影響を及ぼし、「人間の安全保障」

を脅かすと見做され問題視されるなかで形成された。国連等における（主に「北」の政府
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関係者による）政策論議や、NGO や研究者の議論において、「南」における「新しい戦争」

は、民間人に対する残虐行為が行われ、テロ、組織犯罪、過激なイデオロギーを世界に拡

散させるものと見做された(48)。それゆえ、「新しい戦争」の合理性・正当性は強く懐疑さ

れ、「南」の人々は国際的脅威の源泉となる「リスク」が高い存在と位置付けられた。そ

して、こうした状況に対処するため、国際社会は「南」において「適切」な統治能力を有

し社会的緊張を管理できる政府を形成・維持したり、人々の心理や社会的関係のレベルか

ら平和的な社会を構築したりすることに寄与すべきだと論じられた(49)。また、「新しい戦

争」論は、それに対比した際の「北」の（あるいは「古い」）戦争を、国際人道法に反す

る行為が発生するリスクが低いものとして想像させる側面を有していた(50)。 

したがって、この時代において通常兵器の移転許可基準を設ける形の規制を提唱した

人々が、「リスク」が高いため移転を控えるべきケースとして念頭に置いていたのは、主

に「南」への移転であった。また、移転許可基準に基づく規制が推進され始めた 1990 年

代当時の輸出国の多くは、「北」の国々であった。こうしたことから、移転許可基準とい

うアプローチは全ての国に向けた移転を対象にするものではあるが、主に「北」の政府が

「南」の国への移転の是非を判断することを想定して提案されたといえよう(51)。その一方

で、ATT の交渉過程においては、「北」の国々への移転は問題視されない傾向にあった(52)。 

ただし、「北」の戦争を「リスク」が低いものとして想像し、「北」の国々への武器移転

を問題視しない見方は、他方で「北」の戦争の「正しさ」をめぐる問いや、「北」の戦争

の「正しさ」を確保しようとする試みを伴ってきた。例えば、アフガニスタンやイラクな

どにおけるアメリカ軍等による「誤爆」は欧米メディアなどによって問題視されてきたし、

対人地雷やクラスター弾は「北」の国々も使用していた兵器であった。また、軍事目標を

より正確に特定して攻撃するはずであるとされる精密誘導兵器や無人兵器システムの開

発や配備は、より「人道的」な戦いを志向するものとして正当化され追求されてきた。 

アメリカやヨーロッパ諸国などが ATT に類似する合意を形成した 1990 年代初頭は、

民主主義と自由主義経済が「勝利」したとみられ、これらに基づく国際秩序への期待や希

望が高まっていた。一方で、イラクによるクウェート侵攻時に使用された武器の多くが欧

米諸国から輸入されたものであった事実は、国際秩序の主軸を担うはずの「我々」の武器

輸出がその秩序を脅かす可能性や規制の必要性を欧米諸国に認識させるものとなった。 

加えて、1990 年代以降の国際政治学や安全保障研究においては、「南」の国々において

個々の「人間」の安全が必ずしも保障されない問題に向き合うべきであると論じられ、そ

のための重要なアクターの 1 つとして、NGO をはじめとする非国家の主体によって構成

される「グローバル市民社会」に大きな期待が寄せられた(53)。そして、「グローバル市民
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社会」の関与のもとでの「グローバルな規範」の形成を通じた「人間」の解放を実践する

ことが、コスモポリタンな世界秩序への移行に寄与する可能性があると論じられた(54)。

ATT 構想を提唱した「コントロール・アームズ」は、1997 年の対人地雷禁止条約の形成

過程で「地雷禁止国際キャンペーン」（ICBL）が果たした役割が称賛され「グローバル市

民社会」の可能性への期待が高まった 2000 年代初頭に、欧米諸国に拠点を置く NGO が

中心となって立ち上げた巨大キャンペーンの 1 つであった。そして、「コントロール・ア

ームズ」も「南」の武力紛争や暴力を問題視し、それを防ぎ平和と安定を確保する側であ

るべき「北」の輸出国の倫理を問い、規制を求めた。 

移転許可基準アプローチは、1990 年代前半に民主主義と自由主義経済に基づく国際秩

序への期待や希望が高まり、それを担うに相応しいはずの「我々」の倫理が問われるなか

で形成された。そして、ATT 交渉は、「グローバル市民社会」が世界秩序にもたらす変容

への期待を原動力として展開された。ATT の形成は、これらの構想の共通項――「南」の

武力紛争や暴力は「人間」の安全や国際の平和と安定にとって脅威であり、「国際社会」

が取り組むべき課題であるという点――に整合的であったからこそ、支持を集めたともい

えよう。ATT という、武器をめぐる一つの局面（国際移転）の規制は、1990 年代以降に

規制を提唱した人々が武器に関して形成を試みた「不適切・適切」と「非合法・合法」の

境界をめぐる幅広い論理のなかに位置付けられており、規制を推進した諸アクターによる

様々な秩序構想が交錯した点に調和していたと考えられる。 

 
５ ATT の課題 

ATT の目的は、果たして達成されるのだろうか。本節では、条約交渉段階で掲げられ

た目的に照らし合わせて、この条約の課題を考察する。 

先述のように、ATT 交渉にあたっては、安全保障上の目的が曖昧に示され、道徳的・

倫理的目的が強く示されたが、この目的達成の成否を測ることは難しい。まず、ATT に

おいては、12-13 世紀の規制や 19 世紀末の規制にみられたような「共通の敵」が特定さ

れていない。ATT 構想を推進した人々が、概して「南」の紛争や人権侵害を問題視した

とはいえ、彼らが想定した「南」は紛争が多発し人権が侵害され低開発に苛まれる場とし

ての漠然としたイメージにすぎない。彼らが提唱したのは、武器の入手を阻止ないし抑制

すべき国や集団をあらかじめ明確に指定するものではなく、「共通の敵」を特定できない

という前提に基づき、「北」か「南」かにかかわらず全ての国に対する武器移転の「リス

ク」を共通の許可基準に基づいて審査するアプローチであった。そして、このアプローチ

は、最終的には各国にリスク判断を委ねるものであるため、リスクの有無や程度の判断に
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主観が入り込む余地がある。したがって、ある国に対する輸出の可否について、各締約国

が異なる判断を下す可能性がある。 

さらに、ATT 構想に対しては、中東諸国をはじめとする国々から、「北」の「持てる国」

にとって都合が良い差別的な施策を道徳的・倫理的に正当化するものだとの批判がみられ

た。そして、それらの国々との交渉を経て形成された条約には「抜け道」が多く残された

うえ、そうした国々が条約に加盟する可能性は低い。また、そうした国々が仮に将来 ATT

に加盟したとしても，個々の移転の是非に関する輸出許可基準に基づいた判断が、ヨーロ

ッパ諸国による判断と同様になるとは限らない(55)。 

加えて、ATT が安全保障上の目的及び道徳的・倫理的目的に資するといえるのかを検

討するのであれば、個々の移転の可否判断の妥当性を評価する必要が生じる。しかし、

CSP で「留意」された武器輸出入報告書テンプレートの草案によれば、締約国は報告書

を一般公開しなくてもよい。仮に公開したとしても、「商業的機密」にあたるなどとして

報告書から削除した情報があるか否かを明らかにする必要もない。要するに、安全保障上

の目的及び道徳的・倫理的目的に照らして ATT を評価しようとしても、そもそも評価の

基礎となる情報すら入手できない可能性が存在するのである。 

次に、経済的目的のうち、貿易の平準化や円滑化については、これまで武器貿易の管理

制度を整備していない国が ATT に加盟すれば、多少は進展するかもしれない。しかし、

現在の ATT 締約国の大部分は、すでに移転許可基準を含む地域的な文書に合意している

EU や東アフリカ、西アフリカ等の諸国をはじめ、ATT に加盟しても自国の法律を大きく

変える必要がない国ばかりである。この他には、カリブ共同体諸国の加盟が進んでいるが、

この地域では軍を持たない国も多く、武器の輸出入量も非常に少ないため、新たに管理制

度を整備してもそれによって規制される武器移転の件数は少ない。さらに、上述のように、

中国・ロシアや、ATT 採択時に反対あるいは棄権した国々には、この条約に加盟する動

きが見られない。こうした国のなかには、すでに武器を輸出している国や、将来的に輸出

国に転じる可能性がある国も多数含まれている。したがって、ATT は完全に「平等」な

貿易ルールとしても機能しえないだろう。 

 
６ おわりに 

 本論文では、これまでの歴史における武器移転規制の目的を分析したうえで ATT 交渉

にあたり掲げられた目的の特徴を浮き彫りにした。そして、各時代における武器をめぐる

より幅広い論理の総体や、そこに垣間見える秩序構想のなかに移転規制を位置付けること

により、移転規制が試みられる背景を考察した。しかし、ATT 交渉にあたり掲げられた
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目的の大部分は、達成の成否を測ることすら難しいか、あるいは達成が困難である。そし

て、このような実施段階の課題は、ATT を推進したアクターが描いた秩序構想の実現が

困難であることを示すものといえるだろう。 

 ただし、本論文において取り扱った地域や時代は限定的である。大量破壊兵器をめぐる

規制については考察が及んでいないし、多くの集団による移転規制の事例は限られている

とはいえ、COCOM による規制と国連安保理決議による武器禁輸は取り扱っていない。

より幅広い地域や時代の事例を通史的に考察し、考察の対象とする兵器の幅を広げる作業

を通じて、本論文の考察を再考し補完していくことが今後の課題である。 
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European Council Meeting in Luxembourg, June 28-29, 1991. 

(6) Conclusions of the Presidency: Non-Proliferation and Arms Exports. European 
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や「小型武器・軽兵器に関する OSCE 文書 」（OSCE Document on Small Arms and Light 

Weapons, November 24, 2000）が挙げられる。  
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1890, Preamble and Article VIII. 会議参加国は、アメリカ、イギリス、イタリア、オー
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を「高リスク」と見做すかは、一義的には輸出国が判断するとされたが、そこには主観や

経済的・政治的・軍事的な考慮が働く余地がある。よって、例えば、北大西洋条約機構
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（NATO）の加盟国が、同盟国であるアメリカ向けの兵器輸出について、人権、人道とい

った許可基準に基づいて審査した結果、輸出を不許可にするといったケースが実際に起こ

るとは考えにくい。そして、ヨーロッパ諸国や NGO も、この点については認識していた。

同様の指摘は、次の文献を参照。Stavrianakis［2010］p.113. 

(52) Stavrianakis［2010］pp.113-125. 

(53) Bellamy & Williams［2004］；Booth［1991］；Dunne & Wheeler［2004］.使用さ
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(54) Dunne & Wheeler［2004］；Kaldor［2003a］；Kaldor［2003b］. 
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な意味合いを持つにとどまる。次の文献を参照。Oxfam［2013］pp.3-17. 
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This article seeks to understand the aims of the Arms Trade Treaty (ATT) and identify 
the difficulties with regard to its implementation. It first overviews the post-Cold War 
history of arms transfer control. It then analyzes the main articles of the ATT, focusing in 
particular on reporting obligations—one of the most controversial issues of the First 
Conference of States Parties to the ATT. The article goes on to consider the aims claimed 
(or presumably claimed) throughout history by human groups that have attempted to 
control arms transfers either unilaterally or multilaterally. The aims are classified into 
three types: security, moral-ethical, and economic. The aims propagated by the 
supporters of the ATT are categorized into these types, and their distinctive features are 
explained vis-à-vis the aims of past transfer control initiatives. 

In making sense of the claimed aims of the ATT, the article draws attention to the 
nature of boundary-making between lawfulness and unlawfulness with respect to the 
nature, use, and transfer of arms. Agreements to control and regulate arms naturally 
create simultaneously an unlawful as well as a lawful realm. By highlighting three cases 
of multilateral arms transfer control—the Catholic ban of arms transfers to the Saracens 
in the 12th–13th century, the Brussels Convention of the late 19th century, and “global” 
arms transfer control in the post-Cold War era—this article asserts that the claimed aims 
of arms transfer control should be understood within the overall logic of 
boundary-making between the lawful and unlawful nature, use, and transfer of arms. It 
also suggests that, in these three cases, this overall logic seems to have been in 
consonance with the dominant ideas of order during the same period.  

Finally, the article identifies the difficulties facing the implementation of the ATT and 
argues that these difficulties signify the key challenges to the ideas of order that have 
fostered the development of the treaty. 




